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千円

事務事業評価シート 事業種別 継続 補助 事業類型 Ⅵ 一般事務 １次評価のみ対象分

コード 名               称 区分 コード 名            称

事業名 1161 介護予防サービス給付等諸費
会計 09 介護保険事業給付費

款 02 保険給付費

基本施策 06 高齢者の健やかな生活を支える
項 02 介護予防サービス等諸費

目

施　策 5 介護保険サービスの充実
細目

細々目

基 本 計 画 該 当 頁 73
担当部課

コード 130500 評価者
氏　名

中出富一 連絡先
26 - 3939

行革大綱の重点事項番号 名称 健康福祉部介護保険課 (内線)

事業の計画・内容

事
業
目
的

対象等（何が、誰が） 成果（どうなるのか）

要支援状態となり、入浴、排せつ、食事等の介護、機能訓練並びに看護及び療養上の管理そ
の他の医療を要する者 介護予防サービスを幅広く提供することにより、自立した生活を営むことができるよう支援・要介護度の

改善が図られる。また、住み慣れた地域での生活ができる限り継続できる。

（※対象件数 ）

開始年度 平成 12 年度 関連事業

終了

事
業
内
容

介護保険法年度 平成 年度 根拠法令・要綱等

要支援状態となり、入浴、排せつ、食事等の介護、機能訓練並びに看護及び療養上の管理そ
の他の医療を要する者について、自立した生活を営むことができるよう必要な保健医療サービ
ス及び福祉サービスに係る保険給付を行う。
保険者である市は、指定事業者が介護予防サービスを要支援認定者に提供した時に、その費
用の１００分の９０相当額を三重県国民健康保険連合会を通じて事業者に給付を行う。

状
況
変
化
等

住み慣れた地域での在宅生活を支えることにより、介護度の軽減を図る。

整備内容 事業実績

活動指標 単位
1 建設用地 実績値 目標値

2 建設面積（延床面積）

介護予防サービス利用者件数 件

H18 H19 H20

15600

H21

16300
3 規模・構造 目標 ― 目標 6654

介護予防サービス給付金額 円

実績 7759 実績 14907

261062000 27411000
目標 ― 目標 188192000

運営体制 実績 137367262 実績 249467253
運営主体 目標 ― 目標

　委託先 （ ） 実績 実績

2 配置（予定）人員 人 目標 ― 目標

3
4 市内の類似施設

年間運営費 千円 実績 実績

目標 ― 目標

評価指標

事業の成果を測る指標 指標設定の考え方 単位
実績値 目標値

H18 H19 H20 H21
目標 目標

実績 実績

目標 目標

評価
評価項目

必要性

ポイント 評価項目についてのコメント

有効性

達成度 4 介護予防サービス利用者数も増加しており、順調に推移している。

効率性 4 介護保険法の規定により行っている事業であり、すでに電算化され、その手順に沿っての処理である。

総合評価 事業の方向性 改善についての取り組み

現状維持
サービス提供事業者による不正請求対策として、給付の適正化に努める必要がある。また、給付費が増加する中、介護予防の認定を受けている人が更に介護度が上が
らないように指導する必要がある。

進
　
捗
　
状
　
況

年度

事
業
内
容

平成１８年度 決算内容 平成１９年度 決算内容 平成２０年度 計画内容 平成２１年度 計画内容
事 業 内 容 数量 単位 金  額 事 業 内 容 数量 単位 金  額 事 業 内 容 数量 単位 金  額 事 業 内 容 数量 単位 金  額

委託
　 (千円) 　 (千円) 　 (千円) 　 (千円)

介護予防サービス給付費 107,660 介護予防サービス給付費 206,025 介護予防サービス給付費 209,790 介護予防サービス給付費 209,800
特例介護予防サービス給付費 0 特例介護予防サービス給付費 0 特例介護予防サービス給付費 210 特例介護予防サービス給付費 220

工事

地域密着型介護予防サービス給付費 0 地域密着型介護予防サービス給付費 55 地域密着型介護予防サービス給付費 2,398 地域密着型介護予防サービス給付費 2,400
特例地域密着型介護予防サービス給付費 0 特例地域密着型介護予防サービス給付費 0 特例地域密着型介護予防サービス給付費 3 特例地域密着型介護予防サービス給付費 5
介護予防福祉用具購入費 1,042 介護予防福祉用具購入費 1,764 介護予防福祉用具購入費 2,580 介護予防福祉用具購入費 2,600
介護予防住宅改修費 11,821 介護予防住宅改修費 13,508 介護予防住宅改修費 17,280 介護予防住宅改修費 17,300
介護予防サービス計画給付費 16,843 介護予防サービス計画給付費 28,061 介護予防サービス計画給付費 28,772 介護予防サービス計画給付費 28,800
特例介護予防サービス計画給付費 0 特例介護予防サービス計画給付費 53 特例介護予防サービス計画給付費 29 特例介護予防サービス計画給付費 30

進捗率
(％) 事業費計(A) 　 Σ 137,366 事業費計(A) 　 Σ 249,466 事業費計(A) 　 Σ 261,062 事業費計(A) 　 Σ 261,155

事業投入人員 人件費（Ｂ） 0.2 人 1,440 人件費（Ｂ） 0.2 人 1,440 人件費（Ｂ） 0.2 人 1,440 人件費（Ｂ） 0.2 人 1,440

フルコスト　（Ａ）＋（Ｂ） 138,806 250,906 262,502 262,595

事業費（人件費除く）の財源内訳
（Ａ） 事      業      費 137,366 249,466 261,062 261,155

Ａ
の
財
源
内
訳

国庫支出金 34,341 62,366 65,265 65,289
県 支 出 金 17,171 31,183 32,633 32,644
地   方   債
受益者負担
そ   の   他 68,683 124,733 130,531 130,577
一 般 財 源 17,171 31,184 32,633 32,645

計 137,366 249,466 261,062 261,155

備
考

特定財源の名称・補助基本額・率
地方債の区分と充当率等

介護給付費国庫負担金・給付費の20%、介護保
険給付費県負担金・給付費の12.5%、調整交付
金・給付費の5%、第1号被保険者保険料・給付費
の19%、支払基金交付金・給付費の３１%

介護給付費国庫負担金・給付費の20%、介護保
険給付費県負担金・給付費の12.5%、調整交付
金・給付費の5%、第1号被保険者保険料・給付費
の19%、支払基金交付金・給付費の３１%

介護給付費国庫負担金・給付費の20%、介護保
険給付費県負担金・給付費の12.5%、調整交付
金・給付費の5%、第1号被保険者保険料・給付費
の19%、支払基金交付金・給付費の３１%

介護給付費国庫負担金・給付費の20%、介護保
険給付費県負担金・給付費の12.5%、調整交付
金・給付費の5%、第1号被保険者保険料・給付費
の19%、支払基金交付金・給付費の３１%
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